若狭町移動支援事業実施要綱

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（目的）

第１条　この要綱は障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成
　１７年法律第１２３号。以下「法」という。）第７７条第１項第８号に基づき、障害者等が地域において自立した日常生活又は社会生活を営むことができるよう、屋外での移動が困難な障害者等に対して、外出のための支援を行うことを目的とする移動支援事業（以下「事業」という。）について、必要な事項を定めるものとする。

（事業の委託）

第２条　町長は、利用の決定にかかる部分を除き、事業の一部を社会福祉法人その他町長

が適当と認めるもの（以下「事業所」という。）に委託して行うものとする。

（事業内容）

第３条　事業は、障害者等の社会生活上必要な外出及び余暇活動等の社会参加のための外出について、移動の支援を行う。
（実施方法）

第4条 移動支援事業は、個別に支援が必要な障害者等に、マンツーマンによる支援を行
うものとする。
（対象者）

第５条　事業の対象者は、法第４条第１項に規定する障害者及び同条第２項に規定する障害児であって、障害者又は障害児の保護者が若狭町に居住地を有する者のうち、社会生活上必要不可欠な外出及び余暇活動等の社会参加のための外出（通勤、通学、営業活動等の経済活動に係る外出、通年かつ長期にわたる外出及び社会通念上適当でない外出を除き、原則として１日の範囲内で用務を終えるものに限る。）に移動の支援が必要であると町長が認めた者とする。
（申請）

第６条　事業を利用しようとする対象者（以下「申請者」という。）は、若狭町移動支
　援事業利用申請書（様式第１号）を町長に提出するものとする。
（決定）

第７条　町長は、前条の規定による申請を受理したときは、その内容を審査し、利用の可否を決定するとともに、若狭町移動支援事業利用決定（却下）通知書（様式第２号）により申請者に通知するものとする。また、この場合において、利用の決定をした申請者に対しては、若狭町地域生活支援事業受給者証（様式第３号）を交付するものとする。
（変更の届出）

第８条　前条の規定により利用の決定を受けた申請者（以下「利用者」という。）は、第６条に規定する申請の内容に変更が生じたときは、あらかじめ若狭町移動支援事業利用変更届（様式第４号）を町長に提出するものとする。
（決定の取消）

第９条　町長は、利用者が次の各号のいずれかに該当するときは、第７条に規定する決定を取り消すものとする。
（1） 利用者が第５条に規定する対象者でなくなったとき。
（2） 利用者が死亡したとき。

２　町長は、前項の規定による取消しを行うときは、若狭町移動支援事業利用取消通知書（様式第５号）により利用者等に通知するものとする。
（費用）

第１０条　事業に要する費用の額は、別表に掲げるところにより算出した額とする。

（利用者負担）

第１１条　利用者は、前条の規定により算出した額の１００分の１０に相当する額を事業所に支払わなければならない。ただし、次の各号のいずれかに該当するときは、この限りでない。
（1） 利用者の属する世帯が生活保護法(昭和24年法律第144号)の規定による生活扶助を受けているとき。

（2） 利用者及びその配偶者のいずれもが市民税を課税されていないとき。

（3） 利用者が障害児である場合で当該利用者の保護者が市民税を課税されていないとき。

（事業所への支払い）

第１２条　事業所が町長に請求する額は、第１０条の規定により算出した額から前条に規定する利用者の負担額を差し引いた額とする。
（遵守事項）

第１３条　事業者は、この要綱の趣旨を常に念頭に置き事業を実施するとともに、その職務上知り得た秘密を他に漏らしてはならない。
（その他）

第１３条　この要綱に定めるもののほか、必要な事項は別に定める。

　　　附　則

　この要綱は、平成１８年１０月１日から施行する。
附　則

　この要綱は、平成２３年４月１日から施行する。
　　　附　則

　この要綱は、平成２５年４月１日から施行する。
別表（第１０条関係）
移動支援事業費用額
	利用時間
	身体介護あり
	身体介護なし

	30分ごとに
	2,000円
	750円

	
	・日中時間帯以外の加算の算定
　午前6時から午前8時まで　25％に相当する額
　午後6時から午後10時まで　25％に相当する額


